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連携型集落�
3,780集落�

第1図　中山間地域において集落協定を締結している農業集落数（全国）�

注（1） 図中の農業集落数は，2000年農業センサス農業集落調査の集落数をベースにしている．�
　（2） 連携集落とは，複数の集落によって集落協定が締結されている農業集落をいう．�

（29,733集落） （4,976集落）�

（21,917集落）� （3,437集落）�

中山間地域の農業集落　67,132集落�

中山間直払制度の対象農用地がある　34,709集落�

田の協定のみ�
を締結�

（田型協定集落）�
14,421集落�

集落の水田率�
が70％以上�
（水田型集落）�
11,471集落�

集落協定を締結　25,354集落�

（7,989）�

（1,432）�
（759）� （436）�

動向解析��

�1
　
は
じ
め
に
�

�　
中
山
間
地
域
の
農
業
集
落
に
お
い
て
は
、

農
家
数
の
減
少
と
高
齢
化
の
並
進
に
よ
っ
て

共
同
作
業
に
よ
る
水
路
や
道
路
等
の
維
持
・

管
理
が
困
難
に
な
る
と
こ
ろ
が
増
加
し
て
お

り
、
今
後
、
こ
れ
ら
状
況
は
一
層
深
刻
化
し

て
い
く
と
予
想
さ
れ
る
。
こ
の
た
め
、
中
山

間
地
域
の
振
興
、
と
り
わ
け
農
地
の
保
全
を

図
っ
て
い
く
上
で
は
、
農
作
業
や
地
域
資
源

管
理
等
に
お
け
る
集
落
間
で
の
連
携
し
た
取

組
が
重
要
な
手
段
の
一
つ
に
な
る
と
考
え
ら

れ
る
。
そ
こ
で
、
平
成
20
年
度
の
行
政
対
応

特
別
研
究
と
し
て
「
中
山
間
地
域
振
興
の
た

め
の
集
落
間
連
携
の
推
進
方
策
に
関
す
る
研

究
」
を
実
施
し
、
集
落
間
で
の
連
携
を
図
る

た
め
の
条
件
や
、
連
携
に
よ
っ
て
地
域
へ
も

た
ら
さ
れ
る
効
果
等
を
明
ら
か
に
し
、
集
落

間
の
連
携
を
推
進
し
て
い
く
上
で
の
課
題
整

理
を
行
っ
た
。�

　
本
研
究
に
お
い
て
は
、
農
業
集
落
の
範
囲

と
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
（
以
下
、「
中

山
間
直
払
い
」
と
い
う
。）
制
度
に
基
づ
く

集
落
協
定
の
締
結
範
囲
と
の
関
係
に
着
目
し
、

複
数
の
農
業
集
落
で
一
つ
の
集
落
協
定
が
締

結
さ
れ
て
い
る
農
業
集
落
お
よ
び
集
落
協
定

の
実
態
を
、
統
計
分
析
と
事
例
調
査
の
両
面

か
ら
検
討
し
た
。�

　
統
計
分
析
に
つ
い
て
は
、
中
山
間
直
払
い

の
協
定
コ
ー
ド
と
農
業
セ
ン
サ
ス
の
農
業
集

落
コ
ー
ド
を
マ
ッ
チ
ン
グ
さ
せ
、
農
業
集
落

お
よ
び
集
落
協
定
の
類
型
化
を
図
っ
た
　
後
、

①
農
業
セ
ン
サ
ス
の
組
替
集
計
か
ら
、
連
携

集
落
の
属
性
や
特
徴
、
農
業
構
造
の
変
化
を

分
析
（
農
業
集
落
を
対
象
と
し
た
統
計
分
析
）、

②
集
落
協
定
の
活
動
状
況
報
告
お
よ
び
協
定

代
表
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
デ
ー
タ
　
の

組
替
集
計
か
ら
、
集
落
間
連
携
に
よ
る
効
果

等
を
分
析
（
集
落
協
定
を
対
象
と
し
た
統
計

分
析
）
し
た
。�

ま
た
、
現
地
調
査
は
、
中
山
間
直
払
い
の

Ⅰ
期
対
策
（
2
0
0
0
〜
0
4
年
度
）
か
ら

Ⅱ
期
対
策
（
2
0
0
5
〜

0
9
年
度
）
へ
移
行
す
る

際
に
、
新
た
に
集
落
協
定

の
統
合
が
行
わ
れ
た
４
地

区
と
「
小
規
模
・
高
齢
化

集
落
支
援
モ
デ
ル
事
業
」

を
実
施
し
て
い
る
１
地
区

の
計
５
カ
所
に
つ
い
て
実

施
し
た
。�

��
2
　
連
携
集
落
の
�

　
　
統
計
分
析
�

（１）         �
 

連
携
集
落
の
位
置
　

　
　
づ
け
�

�　
中
山
間
地
域
の
農
業
集

落
数
は
約
６
万
７
千
集
落

（
2
0
0
0
年
農
業
集
落

調
査
）
で
あ
り
、
こ
の
う

ち
中
山
間
直
払
い
の
対
象

農
用
地
が
あ
る
農
業
集
落
数
は

約
３
万
集
落
、
う
ち
集
落
協
定

が
締
結
さ
れ
て
い
る
の
は
約
２

万
２
千
集
落
と
推
計
さ
れ
る
（
第

１
図
）。
お
お
む
ね
中
山
間
地

域
の
農
業
集
落
の
半
数
弱
に
中

山
間
直
払
い
の
対
象
農
用
地
が

あ
り
、
約
３
分
の
１
の
農
業
集

落
で
集
落
協
定
が
締
結
さ
れ
て

い
る
計
算
に
な
る
。�

　
さ
ら
に
、
集
落
間
連
携
と
い

農業・農村領域主任研究官　橋詰　 登�

本稿の詳細については、行政対応特別研究〔集落間連携〕研究資料「中山間地域における集落間連
携の現状と課題」（平成21年５月）を参照されたい。�

中山間地域等直接支払制度への�
取組状況から見た�

「集落間連携」の効果と課題�

中山間地域等直接支払制度への�
取組状況から見た�

「集落間連携」の効果と課題�
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法制上の�
地域指定 （%）�

標 高�
（m） �
�
�
�
208�
�
244�
�
189

集落の地勢・�
主な居住形態 （%）�

１集落当たり�
世帯数（戸） 

１集落当たり�
耕地面積（ha）� 田　の�

基　盤�
整備率�
（%）�
�
�
74.1�
�
74.3�
�
61.4

共　同�
作業で�
水路を�
管　理 �
（%）�
�
�
81.4�
�
78.2�
�
77.4

協定�
締結�

単独型集落�
�
連携型集落�

協定未締結集落�

振興�
山村�
�
�
49.2�
�
50.4�
�
40.7

過疎�
地域�
�
�
58.6�
�
63.9�
�
49.9

山間�
・�
峡谷�
�
50.4�
�
52.8�
�
46.4

散在�
・�
散居�
�
44.7�
�
48.7�
�
47.0

総戸数�
�
�
53.6�
�
39.4�
�
58.1

うち，　�
農家数�
�
�
22.7�
�
18.0�
�
20.1

うち，　�
田面積�
�
�
20.2�
�
16.7�
�
15.4

計�
�
�
23.1�
�
19.0�
�
17.7

第1表　中山間直払い制度開始前（2000年）における農業集落の性格　（都府県：田型協定集落）�（単位：％）�

注（1） 都府県における中山間直払いの対象農用地がある「水田型集落（水田率が70％以上の集落）」を対象とし，単独型集落および連携型集落は，�
　　　 協定締結地目が田のみの農業集落（田型協定集落）とした．�
　（2） 2000年農業センサス農業集落調査の組替集計による．�

�

�

う
観
点
か
ら
、
複
数
の
農
業
集
落
で
一
つ
の

集
落
協
定
が
締
結
さ
れ
て
い
る
農
業
集
落
（
以

下
、「
連
携
型
集
落
」
と
い
う
。）
に
絞
り
込

む
と
、
そ
の
数
は
四
千
に
も
満
た
ず
、
中
山

間
直
払
い
の
対
象
農
用
地
が
あ
る
農
業
集
落

を
母
数
と
し
て
も
一
割
強
を
占
め
る
に
過
ぎ

な
い
。
こ
の
数
は
、
中
山
間
直
払
い
制
度
の

枠
内
だ
け
で
捉
え
た
集
落
間
連
携
で
は
あ
る

が
、
全
体
か
ら
見
れ
ば
ま
だ
特
殊
な
事
例
と

位
置
づ
け
ら
れ
よ
う
。�

　
し
か
し
な
が
ら
、
農
家
数
の
減
少
や
農
業

従
事
者
の
高
齢
化
が
止
ま
ら
な
い
現
状
で
は
、

将
来
的
に
集
落
間
の
連
携
が
拡
大
し
て
い
く

可
能
性
は
高
い
。
そ
こ
で
農
業
集
落
を
対
象

と
し
た
統
計
分
析
で
は
、
水
路
等
の
水
資
源

の
管
理
が
必
要
と
さ
れ
る
「
水
田
型
集
落
 （
北

海
道
を
除
く
）
」
に
分
析
対
象
を
限
定
し
、

中
山
間
直
払
い
開
始
前
の
立
地
属
性
と
、
Ⅰ

期
対
策
下
で
の
農
業
構
造
の
変
化
を
、
一
つ

の
農
業
集
落
で
一
つ
の
協
定
が
締
結
さ
れ
て

い
る
農
業
集
落
（
以
下
、「
単
独
型
集
落
」

と
い
う
。）
お
よ
び
対
象
農
用
地
は
あ
る
が

協
定
が
締
結
さ
れ
て
い
な
い
農
業
集
落
（
以

下
、「
協
定
未
締
結
集
落
」
と
い
う
。）
と
そ

れ
ぞ
れ
比
較
分
析
し
た
。�

（２）         
 

協
定
締
結
前
の
連
携
型
集
落
の
�

　
　
属
性
お
よ
び
性
格
�

�　
ま
ず
始
め
に
、
2
0
0
0
年
農
業
集
落
調

査
の
デ
ー
タ
に
よ
っ
て
、「
連
携
型
集
落
」

の
立
地
属
性
と
中
山
間
直
払
い
制
度
が
始
ま

る
前
の
性
格
を
み
る
と
、
以
下
の
特
徴
が
う

か
が
え
る
（
第
１
表
）。�

�　
①
集
落
の
立
地
属
性
を
み
る
と
、「
連
携

型
集
落
」
は
過
疎
地
域
に
所
在
す
る
割
合
が

高
く
、
農
業
集
落
の
中
心
部
の
平
均
標
高
が

最
も
高
い
等
、
よ
り
厳
し
い
立
地
条
件
下
に

あ
る
農
業
集
落
が
多
い
。
こ
れ
は
、
農
業
集

落
の
地
勢
や
集
落
の
住
居
形
態
に
も
現
れ
て

お
り
、「
連
携
型
集
落
」
は
、
山
間
・
峡
谷

に
所
在
し
、
住
居
形
態
が
散
在
・
散
居
の
農

業
集
落
割
合
が
や
や
高
い
。�

� 
②
農
業
集
落
の
規
模
や
圃
場
条
件
を
み
る

と
、「
単
独
型
集
落
」
に
比
べ
１
集
落
当
た

り
平
均
の
総
世
帯
数
お
よ
び
農
家
数
が
少
な

く
、
か
つ
耕
地
面
積
お
よ
び
田
面
積
も
小
さ

く
、
小
規
模
な
農
業
集
落
に
よ
っ
て
連
携
が

図
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
田
の
基
盤
整
備
率

は
「
単
独
型
集
落
」
と
の
差
は
な
い
が
、「
協

定
未
締
結
集
落
」
に
比
べ
れ
ば
10
ポ
イ
ン
ト

以
上
高
い
。�

� 
③
集
落
活
動
を
み
る
と
、「
単
独
型
集
落
」

に
比
べ
共
同
作
業
で
水
路
を
管
理
す
る
集
落

割
合
が
や
や
低
い
。
た
だ
し
、「
協
定
未
締

結
集
落
」
に
比
べ
れ
ば
、
そ
の
割
合
は
高
い
。�

（3）     �
　

連
携
型
集
落
の
農
業
構
造
変
化
�

�　
集
落
間
の
連
携
が
個
々
の
農
業
集
落
の
農

業
構
造
に
及
ぼ
し
た
影
響
を
比
較
す
る
と
、

Ⅰ
期
対
策
下
に
お
け
る
５
年
間
だ
け
の
動
き

と
い
う
こ
と
も
あ
り
、
集
落
類
型
間
に
お
け

る
農
業
構
造
の
変
化
に
顕
著
な
違
い
は
現
れ

て
い
な
い
が
、
そ
れ
で
も
興
味
あ
る
結
果
が

幾
つ
か
得
ら
れ
た
（
第
2
表
）。�

�　
①
「
連
携
型
集
落
」
で
は
、
５
年
間
の
耕

作
放
棄
地
面
積
の
増
加
率
が
一
桁
台
に
と
ど

ま
り
、
2
0
0
5
年
で
の
耕
作
放
棄
地
率
が

８
・
５
％
と
「
単
独
型
集
落
」
よ
り
も
低
い

こ
と
か
ら
、
耕
作
放
棄
地
の
発
生
防
止
効
果

は
、
集
落
間
の
連
携
に
よ
っ
て
中
山
間
直
払

い
に
取
り
組
ん
だ
「
連
携
型
集
落
」
が
最
も

発
揮
し
た
と
言
え
る
。�

�　
②
「
連
携
型
集
落
」
で
は
、
機
械
・
施
設

の
共
同
利
用
組
織
へ
の
参
加
農
家
割
合
が
、

他
の
集
落
類
型
に
比
べ
顕
著
に
高
ま
っ
て
い

た
。
集
落
間
で
の
連
携
は
、
単
な
る
農
道
や

水
路
の
管
理
に
係
る
共
同
作
業
に
と
ど
ま
ら

ず
、
農
業
機
械
や
施
設
の
共
同
利
用
と
い
っ

た
生
産
活
動
の
共
同
化
へ
と
発
展
し
て
い
る

ケ
ー
ス
が
少
な
く
な
い
こ
と
を
示
唆
し
て
い

る
。�

�　
③
農
業
労
働
力
、
特
に
農
業
就
業
人
口
や

基
幹
的
農
業
従
事
者
と
い
っ
た
中
心
的
な
農

業
労
働
力
の
減
少
率
は
、「
協
定
未
締
結
集
落
」

に
比
べ
れ
ば
低
い
も
の
の
、「
単
独
型
集
落
」

よ
り
は
若
干
高
か
っ
た
。
ま
た
、「
連
携
型

集
落
」
で
は
、
こ
れ
ら
農
業
労
働
力
の
高
齢

化
が
進
ん
で
お
り
、
加
え
て
同
居
農
業
後
継

者
が
い
な
い
農
家
の
割
合
は
「
協
定
未
締
結

集
落
」
よ
り
も
高
か
っ
た
。
今
回
の
集
落
間

中山間地域等直接支払制度への�
取組状況から見た�

「集落間連携」の効果と課題�

��������������������������������

���������������

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　   

（3）�

����������



No.33 30

動向解析�

経営耕地面積増減率� 耕作放棄地率�

総農家+土地�
持ち非農家　�

農家数増減率�
同居,他出�
いずれの後継者も�
いない農家率�

販売農家�

協定�
締結�

単独型集落�
�
連携型集落�

協定未締結集落�

分　析�
対　象�
農　業�
集落数�
�
�
�

5,455�
�

1,153�
�

2,668

第2表　Ⅰ期対策下における農業構造の変化　（都府県：田型協定集落）�

注（1） 都府県における中山間直払いの対象農用地がある「水田型集落（水田率が70％以上の集落）」を対象とし，単独型集落および連携型集落は，�
　　　 協定締結地目が田のみの農業集落（田型協定集落）とした．�
　（2） 2000年農業センサス農家調査および2005年農業センサスの農業経営体調査の組替集計による．                          �
　（3） 増減率はすべて2000年から2005年にかけての5年間のものである．�

�
2005年�

�
42.5�
�
46.2�
�
42.2

対00年増�
減ポイント�
�
13.1�
�
14.2�
�
14.7

（単位：集落，％）�

耕作�
放棄地�
面積�
増減率�
（総農家+�
土地持ち�
非農家）�

�
9.6�
�

8.7�
�

16.0

総農家�
+土地�
持ち　�
非農家�
�
�
▲6.2�

�
▲5.8�

�
▲10.2

�
�

販売�
農家�
�
�
▲8.6�

�
▲8.5�

�
▲13.3

田面積�
�
�

▲7.3�
�

▲7.5�
�

▲12.1

�
2005年�

�
9.9�
�

8.5�
�

16.5

対00年増�
減ポイント�
�
1.3�
�
1.0�
�
3.2

�
�

総農家�
�
�
�

▲8.7�
�

▲9.0�
�

▲9.9

�
�

販売�
農家�
�
�

▲14.2�
�

▲14.6�
�

▲17.7

�
�

自給的�
農家�
�
�
11.7�
�
12.6�
�
11.6

農業生産組織に参加する�
農家がいる農業集落割合� 機械・施設の�

共同利用組織�
への参加農家率�
（販売農家）�

農家人口� 農業就業人口�

高齢化率�
（販売農家）�

協定�
締結�

単独型集落�
�
連携型集落�

協定未締結集落�

�
2005年�

�
67.7�
�
68.6�
�
68.8

対00年増�
減ポイント�
�
5.7�
�
5.9�
�
5.3

（単位：％）�

�

増減率�
（販売�
農家）

�
�
�

▲10.3�
�

▲11.3�
�

▲15.8

【生産組織参加および農業労働力等】�

【農地利用・農家数】�

高齢化率�
（販売農家）�

�
2005年�

�
33.8�
�
35.2�
�
34.8

対00年増�
減ポイント�
�
3.7�
�
3.8�
�
3.7

�
2005年�

�
15.5�
�

20.9�
�

5.7

対00年増�
減ポイント�
�
0.2�
�

2.1�
�

▲1.6

�

増減率�
（総農家）

�
�
�
�

▲14.8�
�

▲15.3�
�

▲17.1

機械・施設の�
共同利用組織�

�
2005年�

�
44.0�
�
49.0�
�
21.4

対00年増�
減ポイント�
�
1.7�
�

4.7�
�

▲2.4

農業生産組織計�
（実）�

�
2005年�

�
54.8�
�
57.7�
�
28.9

対00年増�
減ポイント�
�
1.4�
�

2.0�
�

▲2.42.1

3.0

3.2

第3表　協定統合前（2004年度）の主な共同取組活動の実施状況�
　　　（田型集落協定） � （単位：％）�

注．協定地目が田のみの集落協定であり，団地型の協定（1集落複数協定等）を除く．�

統合協定�
�
�
87.7�
�
72.7�
�
�
93.7�
�
�
67.6�
�
50.0�
�
41.2�
�
�
39.6�
�
29.1�
�
33.3�
�

継続協定�
�
�
85.0�
�
69.4�
�
�
88.5�
�
�
63.0�
�
37.9�
�
29.6�
�
�
37.2�
�
26.8�
�
31.9

�
�
�
農地管理�
�
活　　動�
�
�
水路・農道等の維持管理活動�
�
�
生産性・�
�
収　　益�
�
向上活動�

�
�
担  い  手�
�
育成活動�

�
�
�
農地法面の点検�
�
賃借権設定・農作業の委託�
�
�
�
�
�
農作業の受委託推進�
�
機械・施設の共同購入・共同利用�
�
農作業の共同化�
�
�
オペレーターの研修等への参加�
�
認定農業者の育成�
�
農地の面的集積�

連
携
に
よ
っ
て
、
個
々
の
農
業
集
落
が
新
た

な
農
業
担
い
手
を
確
保
す
る
ま
で
に
は
至
っ

て
い
な
い
と
言
え
よ
う
。�

（4）          �
 

集
落
協
定
の
統
合
に
よ
る
協
定
活
�

　
　
動
の
変
化
と
地
域
へ
の
効
果
 
�

�　
集
落
協
定
を
対
象
と
し
た
統
計
分
析
で
は
、

Ⅱ
期
対
策
へ
の
移
行
時
に
新
た
に
集
落
間
の

連
携
に
よ
り
統
合
が
図
ら
れ
た
集
落
協
定
（
以

下
、「
統
合
協
定
」
と
い
う
。）
に
着
目
し
、

協
定
統
合
前
と
統
合
後
の
活
動
状
況
の
比
較

や
協
定
代
表
者
の
取
組
に
対
す
る
評
価
を
、

Ⅰ
期
対
策
時
か
ら
協
定
締
結
範
囲
が
変
わ
ら

な
い
集
落
協
定
（
以
下
、「
継
続
協
定
」
と

い
う
。）
と
比
較
分
析
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

集
落
間
連
携
の
効
果
を
検
討
し
た
。
主
な
分

析
結
果
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。�

�　
①
「
統
合
協
定
」
の
Ⅰ
期
対
策
（
統
合
前
）

に
お
け
る
活
動
状
況
は
、「
継
続
協
定
」
に

比
べ
総
じ
て
活
発
で
あ
り
、
特
に
、
機
械
・

施
設
の
共
同
購
入
・
共
同
利
用
や
農
作
業
の

共
同
化
に
大
き
な
差
が
あ
っ
た
（
第
3
表
）。

し
か
し
一
方
で
、
統
合
前
の
１
協
定
当
た
り

平
均
協
定
締
結
田
面
積
は
約
12�
ha
と

小
さ
く
、
か
つ
交
付
金
単
価
の
高
い

急
傾
斜
田
面
積
の
割
合
が
「
継
続
協

定
」
に
比
べ
16
ポ
イ
ン
ト
も
低
か
っ

た
（
第
4
表
）。
多
様
な
活
動
に
取

り
組
む
「
統
合
協
定
」
に
お
い
て
は
、

こ
れ
ら
共
同
取
組
活
動
を
担
保
す
る

財
政
が
十
分
と
は
言
え
ず
、
こ
の
こ

と
が
協
定
の
統
合
を
選
択
し
た
一
つ

の
大
き
な
理
由
に
な
っ
た
と
推
察
さ

れ
る
。�

�
　
②
協
定
の
統
合
に
よ
っ
て
、
平

均
協
定
締
結
田
面
積
は
２
・
７
倍

に
な
る
と
と
も
に
、
急
傾
斜
田
面

積
割
合
が
44
％
か
ら
50
％
へ
と
上

昇
し
て
い
た
（
第
4
表
）。
こ
れ
は
、

Ⅱ
期
対
策
へ
の
移
行
に
際
し
、
急

傾
斜
地
を
多
く
抱
え
る
協
定
と
緩

傾
斜
地
を
中
心
と
す
る
協
定
と
の
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第4表　１協定当たり平均の協定締結田面積および交付金額 （田型集落協定）�
（単位：％）�

注．第3表に同じ．�

協定締結
田 面 積 �
（ha）�
�

11.9�

32.2�

169.7�

12.1�

12.3�

1.6

�

�

�

�

Ⅰ期対策（2004年度）�

Ⅱ期対策（2005年度）�

増減率�

Ⅰ期対策（2004年度）�

Ⅱ期対策（2005年度）�

増減率�

急傾斜�
面　積�
（ha）�
�

5.3�

16.2�

207.2�

7.3�

7.3�

▲0.7

急傾斜面
積の割合�
（％）�
�

44.2�

50.3�

�

60.1�

58.8

交付金額�
（万円）�

�
�

164�

465�

182.8�

192�

179�

▲6.6

共同取組
活動充当
額（万円）�

�

90�

288�

221.6�

106�

104�

▲1.2

共同取組�
活動への
充当割合�
（％）�

54.5�

62.0�

�

55.0�

58.2

統　合�

協　定�

継　続�

協　定�

42.7%

15.5%

14.6%

38.8%

11.7%

35.8%

7.2%

8.9%

24.6%

9.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

27.2%

5.8%

8.7%

10.7%

7.6%

4.7%

4.0%

7.5%

農作業の共同化を開始�

高付加価値農業の開始�

認定農業者育成の開始�

農地集積や作業委託の開始�

集落のイベントの復活�

他集落との共同取組の開始�

都市住民等との交流の開始�

学校・NPOとの連携の開始�

直売・加工の開始�

統合協定�

継続協定�

第3図　集落協定締結前との主な活動変化（田型集落協定）�
注．第3表に同じ．�

第2図　中山間直払いの地域への効果（田型集落協定）�

注．第3表に同じ．�

2.1

3.0

3.2

63.4

52.8

44.6

40.8

35.6

44.9

52.5

55.8

2.1

3.0

3.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

（％）�

30.3

29.1

62.6

62.2

6.1

8.3

統合協定�

継続協定�

統合協定�

継続協定�

統合協定�

継続協定�

耕作放棄地の�
防止効果�

集落・地域活動の�
維持活性化効果�

多面的機能の�
維持効果�

それなりの効果がある�

全く効果はない�

非常に大きな効果がある�

あまり効果はない�

�
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動向解析�

第4図 　第13農区における営農組合と集落協定の変遷（山口県萩市旧福栄村）�

営農組合の変遷� 集落名� 集落協定の変遷�

（Ⅰ期：2000～04年）� （Ⅱ期：2005年～）�

第13農区農機利用共同組合（1992年）�
�
第13農区営農組合・至福の里（2004年）�
�
農事組合法人・至福の里　 （2008年）�
�
・構成員 ： 88人（出資金369万円）�
・経営面積 ： 水稲36ha�
・資本装備 ： トラクター3台、田植機3台�
  コンバイン5台�
・オペレーター ： 16人�

営農と協定のエリアが同じ（＝第13農区）�

注．永田沖集落では，Ⅰ期対策の集落協定で参加農家が第13-2農区（山田沖）と第13-4農区（壇今木）に分かれていた．�

第13-1農区（堂ヶ市）�
�
�
�
第13-2農区（山田沖）�
�
�
�
第13-3農区（向山）�
�
第13-4農区（壇今木）�

堂ヶ市�
�
山　田�
�
永　井�
�
永田沖�
�
向　山�
�
壇今木�

�
�
�
�
第13農区（至福の里）�
�
・協定参加者：58人�
・対象農用地：61.6ha�
  うち急傾斜地：21.4ha�
・交付金額：770万円�

第5表　西谷地区（大分県中津市旧耶馬溪町）における集落協定の変遷�

資料：現地ヒアリングより作成．�

  Ⅱ期対策   Ⅰ期対策�
  （2007年実績）   （2004年実績）�
�

 ◇集落協定名 西 谷 上 計 桧　木 西 谷 上 要 樅　木�
  集落協定  集落協定 集落協定 集落協定 集落協定�
�
 ◇設立年 2005年 － 2000年 2000年 2000年 2001年�
 ◇参加者 45人 49人 17人 20人 7人 5人�
 ◇締結面積 16.9ha 17.7ha 4.8ha 6.5ha 2.6ha 3.8ha�
 ◇交付金額 3,610千円 3,714千円 1,009千円 1,374千円 541千円 790千円�
 　うち, 2,444千円 2,077千円 529千円 851千円 283千円 414千円�
 共同取組活動分 62.5% 55.9% 52.4% 61.9% 52.4% 52.4%

統
合
が
進
め
ら
れ
た
結
果
と
考
え
ら
れ
、
集

落
間
連
携
に
よ
る
協
定
の
統
合
が
、
特
に
急

傾
斜
水
田
で
の
耕
作
活
動
の
継
続
に
効
果
を

発
揮
し
た
と
考
え
ら
れ
る
。�

�　
③
「
統
合
協
定
」
の
１
協
定
当
た
り
平
均

交
付
金
額
は
4
6
5
万
円
（
「
継
続
協
定
」

の
２
・
５
倍
）
と
な
り
、
統
合
前
に
比
べ

3
0
0
万
円
増
加
し
て
い
た
。「
統
合
協
定
」

で
は
、
こ
れ
ら
増
加
し
た
交
付
金
を
共
同
取

組
活
動
に
よ
り
多
く
配
分
す
る
傾
向
に
あ
り
、

同
活
動
へ
の
充
当
割
合
は
、
統
合
前
の
55
％

か
ら
62
％
へ
と
７
ポ
イ
ン
ト
も
上
昇
し
て
い

た
（
第
4
表
）。�

�　
④
協
定
代
表
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
の

分
析
か
ら
は
、
耕
作
放
棄
地
の
防
止
効
果
、

地
域
・
集
落
の
活
性
化
効
果
、
多
面
的
機
能

の
維
持
効
果
の
い
ず
れ
に
お
い
て
も
、「
統

合
協
定
」
の
方
が
高
い
評
価
で
あ
っ
た
（
第

2
図
）。
ま
た
「
統
合
協
定
」
で
は
、
農
業

生
産
関
連
の
話
し
合
い
（
機
械
の
共
同
利
用
、

共
同
作
業
、
農
作
業
の
受
委
託
等
）
が
積
極

的
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
た
。
集
落

間
の
連
携
は
、
話
し
合
い
の
機
会
を
増
や
し
、

そ
れ
が
幅
広
い
共
同
取
組
活
動
の
実
施
に
つ

な
が
り
（
第
3
図
）、
そ
し
て
地
域
・
集
落

の
活
性
化
へ
と
着
実
に
結
び
つ
い
て
い
る
と

言
え
よ
う
。�

���

�3
　
集
落
間
連
携
へ
の
�

　
　
取
組
事
例
�

�　
今
回
現
地
調
査
し
た
集
落
間
連

携
実
施
地
区
５
カ
所
は
、
農
地
等

の
資
源
管
理
活
動
と
集
落
に
お
け

る
営
農
状
況
と
の
か
か
わ
り
か
ら
、

以
下
三
つ
の
タ
イ
プ
に
大
別
す
る

こ
と
が
で
き
る
。�

　
　
集
落
営
農
組
織
を
受
け
皿
と
�

（1）
　

す
る
集
落
間
連
携
タ
イ
プ
�

　
　
�

　
複
数
の
農
業
集
落
で
個
々
に
締

結
さ
れ
て
い
た
集
落
協
定
を
一
つ

に
統
合
す
る
と
と
も
に
、
農
地
や

作
業
の
受
け
手
と
し
て
集
落
営
農

組
織
（
農
事
組
合
法
人
）
を
設
立
・

再
編
し
た
、
第
13
農
区
集
落
協
定

（
山
口
県
萩
市
）（
第
4
図
）
と
西

谷
上
集
落
協
定
（
大
分
県
中
津
市
）

（
第
5
表
）
が
該
当
す
る
。
い
ず

れ
も
連
携
集
落
数
が
多
い
と
い
う

共
通
点
が
あ
る
。�

　
両
地
区
と
も
に
農
地
等
の
資
源

管
理
と
集
落
営
農
の
組
織
化
が
一

体
的
に
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、
そ

れ
を
可
能
と
し
た
の
は
中
山
間
直

払
い
へ
の
参
加
農
家
と
集
落
営
農

組
織
の
構
成
農
家
が
ほ
ぼ
一
致
し

て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
農
地
や
作

業
の
受
け
皿
と
な
る
集
落
営
農
組
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余所内集落協定（大沢・余所内集落）�
�
認定年度：2000年度  �
参加者数：農業者32人  �
対象農用地面積：16.9ha（急傾斜田16.9ha，急傾斜畑2ａ）�
交付金額：354万円 （共同取組活動への配分率：50％）�
主な取組：農地法面の点検，水路・農道の管理，周辺林地の下草刈り�

追木集落協定（追木・大平集落）�
�
認定年度：2000年度�
参加者数：農業者25人�
対象農用地面積：21.6ha（急傾斜田16.7ha，急傾斜畑5.0ha）�
交付金額：368万円 （共同取組活動への配分率：50％）  �
主な取組：農地法面の点検，水路・農道の管理，周辺林地の下草刈り�

西山二区集落協定�
（大沢・余所内集落，追木・大平集落）�

�
認定年度：2005年度�
参加者数：農業者43人，生産法人1，非農業者3人�
対象農用地面積：37.8ha （急傾斜田33.5ha，急傾斜畑4.3ha）�
交付金額：718万円 （共同取組活動への配分率：50％）�
主な取組：農地法面の点検，水路・農道の管理，周辺林地の下
草刈り，景観作物の植栽，都市交流の実施�

中村神谷集落協定�
（中村集落の全域，小泉集落の一部）�

�
認定年度：2005年度�
参加者数：農業者65名，組織1 （中村子供育成会）�
対象農用地面積：20.4ha （うち，急傾斜12.7ha）�
交付金額：328.9万円（共同取組活動配分率：68％）�
主な取組：農道・水路の管理，景観作物の作付等�

中村既設田集落協定（中村集落の一部）�
�
認定年度：2001年度  �
参加者数：農業者38人  �
対象農用地面積：10.6ha （うち急傾斜3.2ha）�
交付金額：126.8万円 （共同取組活動配分率：50％）�
主な取組：農道・水路の管理，景観作物の作付等�

中村開田集落協定（中村集落および小泉集落の一部）�
�
認定年度：2001年度�
参加者数：農業者48人�
対象農用地面積：8.7ha （うち，急傾斜8.1ha）�
交付金額：174.9万円 （共同取組活動配分率：50％）�
主な取組：農道・水路の管理，景観作物の作付等�

統合�

統合�

Ⅰ期対策（2000～2004年度）� Ⅱ期対策（2005～2009年度）�

第5図 　西山二区（福島県鮫川村）および中村神谷地区（長野県安曇野市）における集落協定の変遷�

資料：現地ヒアリングより作成．�

織
は
、
と
も
に
法
人
化
（
農
事
組
合
法
人
）

さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
に
よ
っ
て
、
高
齢
農
家

等
が
安
心
し
て
集
落
協
定
に
参
加
で
き
る
体

制
が
作
ら
れ
て
い
た
。
一
方
、
集
落
営
農
組

織
の
側
か
ら
す
れ
ば
、
農
産
物
の
販
売
収
入

や
作
業
受
託
収
入
だ
け
で
組
織
を
運
営
し
て

い
く
こ
と
が
厳
し
い
中
で
、
集
落
協
定
か
ら

の
機
械
・
施
設
等
の
援
助
が
極
め
て
大
き
な

役
割
を
果
た
し
て
い
た
。�

　
小
規
模
な
農
業
集
落
が
多
い
中
山
間
地
域

（
特
に
、
西
日
本
）
に
お
い
て
は
、
機
械
の

効
率
的
な
利
用
を
図
る
上
で
も
数
集
落
の
ま

と
ま
り
が
必
要
で
あ
る
が
、
農
地
等
の
管
理

を
通
じ
た
集
落
間
の
連
携
が
営
農
面
で
の
連

携
と
一
体
化
し
た
時
、
集
落
連
携
の
効
果
は

よ
り
大
き
な
も
の
に
な
る
こ
と
を
二
つ
の
事

例
は
示
し
て
い
た
。�

（2）         �
 

受
け
皿
組
織
の
な
い
�

　
　
集
落
間
連
携
タ
イ
プ
�

�　
農
地
や
作
業
の
受
け
手
と
な
る
組
織
が
な

く
、
協
定
役
員
等
が
中
心
と
な
っ
て
集
落
内

の
農
地
を
守
っ
て
い
こ
う
と
し
て
い
る
西
山

２
区
集
落
協
定
（
福
島
県
鮫
川
村
）
と
中
村

神
谷
集
落
協
定
（
長
野
県
安
曇
野
市
）
が
該

当
す
る
（
第
5
図
）。
と
も
に
関
係
農
業
集

落
は
２
集
落
と
少
な
い
が
、
景
観
保
全
活
動

等
の
地
域
活
動
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い

る
と
い
っ
た
共
通
点
が
あ
る
。�

　
農
地
や
水
路
等
の
地
域
資
源
の
管
理
だ
け

で
な
く
、
地
域
活
性
化
に
向
け
た
取
組
に
積

極
的
に
取
り
組
む
両
地
区
で
は
あ
る
が
、
と

も
に
農
業
生
産
面
で
の
組
織
化
が
今
後
の
課

題
と
な
っ
て
い
た
。
営
農
の
継
続
が
困
難
に
な

っ
た
農
家
の
農
地
や
作
業
は
、
現
在
役
員
等
が

中
心
と
な
っ
て
個
人
的
に
引
き
受
け
て
い
る
が
、

受
け
手
と
な
る
担
い
手
農
家
や
組
織
が
な
い
こ

と
か
ら
、
将
来
的
に
は
役
員
等
の
負
担
が
大

き
く
な
り
、
自
ず
と
限
界
に
達
す
る
可
能
性

が
高
い
。
集
落
協
定
か
ら
脱
落
し
て
い
く
農

家
や
農
地
が
さ
ら
に
増
え
て
い
く
こ
と
に
も
つ

な
が
り
か
ね
な
い
こ
と
か
ら
、
現
在
行
わ
れ
て

い
る
農
業
関
連
施
設
の
維
持
・
管
理
や
景
観

保
全
活
動
等
と
併
せ
、
集
落
の
農
業
生
産
を

担
う
受
け
皿
づ
く
り
を
同
時
に
進
め
て
い
く
こ

と
が
、
両
地
区
に
は
求
め
ら
れ
て
い
る
。
�

（3）     �
 

小
規
模
・
高
齢
化
集
落
支
援
型
タ
イ
プ
�

�　
三
つ
目
の
タ
イ
プ
は
、
小
規
模
・
高
齢
化

集
落
支
援
モ
デ
ル
事
業
に
取
り
組
む
永
谷
集

落
（
熊
本
県
芦
北
町
）
で
あ
る
。
同
集
落
は

18
戸
の
農
家
の
う
ち
12
戸
が
自
給
的
農
家
で

あ
り
、
世
帯
員
の
３
分
の
２
以
上
が
65
歳
以

上
の
高
齢
者
で
あ
る
。
集
落
内
に
あ
る
三
つ

の
堰
と
、
そ
こ
か
ら
田
に
水
を
引
く
用
水
路
、

さ
ら
に
は
石
積
み
の
棚
田
を
縫
う
よ
う
に
附

設
さ
れ
た
農
道
の
維
持
管
理
は
、
こ
れ
ま
で

集
落
お
よ
び
受
益
す
る
農
家
グ
ル
ー
プ
に
よ

っ
て
行
わ
れ
て
き
た
が
、
農
家
の
高
齢
化
が

進
む
中
で
年
々
共
同
作
業
の
実
施
が
困
難
に

な
り
つ
つ
あ
っ
た
。
ま
た
、
水
田
の
多
く
が

谷
地
田
で
小
区
画
（
写
真
）
な
た
め
、
離
農

す
る
農
家
の
水
田
を
引
き
受
け
る
人
が
お
ら

ず
、
耕
作
放
棄
が
進
行
し
て
い
た
。�

�
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動向解析�

永谷集落の谷地田�

　
今
回
の
モ
デ
ル
事
業
に
よ
っ
て
、
隣
接
す

る
横
居
木
集
落
協
定
の
支
援
を
受
け
る
こ
と

に
な
っ
た
が
、
そ
の
背
景
に
は
、
①
横
居
木

集
落
協
定
に
参
加
し
て
い
る
３
戸
の
農
家
の

農
地
が
永
谷
集
落
内
に
あ
り
、
現
在
も
出
作

（
水
路
等
の
管
理
も
実
施
）
が
行
わ
れ
て
い
る
、

②
以
前
、
横
居
木
地
区
あ
っ
た
小
学
校
（
分

校
）
に
永
谷
集
落
の
人
も
通
っ
て
い
た
た
め
、

多
く
の
住
民
が
相
互
に
顔
見
知
り
で
あ
る
等
、

農
業
生
産
の
み
な
ら
ず
生
活
面
で
の
深
い
つ

な
が
り
が
両
集
落
間
に
存
在
し
て
い
た
。�

　
し
か
し
、
永
谷
集
落
に
お
け
る
高
齢
化
の

進
行
は
深
刻
で
、
後
継
者
も
ほ
と
ん
ど
い
な

い
こ
と
か
ら
、
将
来
的
に
集
落
内
の
農
地
を

誰
が
耕
作
す
る
の
か
、
そ
の
目
処
は
た
っ
て

い
な
い
。
今
回
の
事
業
を
出
発
点
と
し
て
、

営
農
面
で
の
連
携
や
生
活
面
で
の
支
援
等
、

両
集
落
の
関
係
が
段
階
的
に
深
ま
っ
て
い
く

こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。�

��
4
　
集
落
間
連
携
の
推
進
に
�

　
　
向
け
た
課
題
�

�　
最
後
に
、
本
調
査
・
分
析
に
よ
っ
て
明
ら

か
に
な
っ
た
、
集
落
間
連
携
の
推
進
に
向
け

て
の
課
題
を
幾
つ
か
指
摘
す
る
。�

�　
第
１
に
、
中
山
間
直
払
い
制
度
の
2
0
1
0

年
度
以
降
の
継
続
で
あ
る
。
集
落
間
の
連
携

を
図
っ
て
様
々
な
活
動
を
展
開
し
て
い
る
集

落
に
お
い
て
は
、
本
制
度
が
こ
れ
ら
活
動
の

契
機
と
な
り
、
財
政
的
な
裏
付
け
に
も
な
っ

て
い
た
。
地
域
住
民
の
力
で
課
題
克
服
に
歩

み
出
し
た
多
く
の
集
落
が
、
再
び
後
戻
り
す

る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
、
中
山
間
直
払
い
制

度
の
継
続
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。�

�　
第
２
に
、
農
地
・
作
業
の
受
け
手
と
な
る

担
い
手
や
集
落
営
農
組
織
づ
く
り
と
一
体
に

な
っ
た
取
組
の
必
要
性
と
支
援
の
あ
り
方
で

あ
る
。
平
場
と
は
異
な
り
個
別
の
担
い
手
が

少
な
い
中
山
間
地
域
で
、
リ
タ
イ
ア
す
る
高

齢
農
家
等
の
農
地
や
作
業
の
受
け
手
と
な
る

可
能
性
が
あ
る
の
は
、
集
落
営
農
組
織
と
い

う
こ
と
に
な
ろ
う
。
し
か
し
、
圃
場
条
件
が

劣
悪
で
高
齢
化
が
進
み
、
零
細
規
模
の
飯
米

農
家
が
多
い
中
山
間
地
域
で
は
、
経
営
体
と

し
て
の
組
織
化
が
図
れ
る
と
こ
ろ
は
ご
く
僅

か
で
あ
る
。
当
面
は
、
資
源
管
理
型
の
集
落

営
農
組
織
の
育
成
や
そ
の
活
動
に
対
す
る
支

援
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が
、
集
落
間
の
連
携

を
ス
ム
ー
ズ
に
進
め
て
い
く
上
で
も
重
要
で

あ
る
。�

�　
第
３
に
、
耕
作
者
以
外
の
地
域
住
民
を
取

り
込
ん
だ
活
動
へ
の
展
開
と
そ
れ
に
対
す
る

支
援
に
つ
い
て
で
あ
る
。
集
落
を
超
え
た
連

携
は
マ
ン
パ
ワ
ー
の
増
加
と
な
り
、
農
地
等

の
管
理
活
動
の
み
な
ら
ず
、
集
落
の
景
観
保

全
活
動
や
都
市
と
の
交
流
事
業
等
、
幅
広
い

取
組
に
発
展
す
る
可
能
性
を
持
っ
て
い
る
。

集
落
間
の
連
携
は
地
域
住
民
を
取
り
込
む
チ

ャ
ン
ス
で
も
あ
り
、
非
農
家
世
帯
の
参
加
を

如
何
に
し
て
政
策
的
に
誘
導
し
て
い
く
か
に

つ
い
て
も
検
討
の
余
地
が
あ
る
。�

�　
第
４
に
、
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
と
き
め

細
か
な
サ
ポ
ー
ト
体
制
の
整
備
に
つ
い
て
で

あ
る
。
集
落
間
で
の
連
携
を
図
っ
て
い
く
上

で
、
最
も
重
要
な
要
素
と
な
る
の
が
リ
ー
ダ

ー
の
存
在
で
あ
る
。
し
か
し
、
複
数
の
集
落

を
ま
と
め
て
い
け
る
力
量
を
持
っ
た
リ
ー
ダ

ー
が
存
在
す
る
と
こ
ろ
は
そ
う
多
く
な
く
、

集
落
や
協
定
の
役
員
等
を
き
め
細
か
く
サ
ポ

ー
ト
し
て
い
く
た
め
の
人
的
支
援
が
求
め
ら

れ
て
い
る
。
各
集
落
の
実
情
を
的
確
に
把
握

し
、
適
切
な
ア
ド
バ
イ
ス
を
行
っ
て
い
け
る

人
材
を
配
置
す
る
た
め
の
組
織
体
制
作
り
や

人
材
育
成
、
実
際
の
サ
ポ
ー
ト
活
動
に
対
す

る
一
体
的
な
支
援
の
あ
り
方
を
早
急
に
検
討

し
て
い
く
必
要
が
あ
ろ
う
。�

�　
第
５
に
、
個
々
の
農
業
集
落
の
主
体
性
の

尊
重
と
、
出
来
る
と
こ
ろ
か
ら
連
携
を
図
っ

て
い
く
こ
と
の
重
要
性
に
つ
い
て
で
あ
る
。

個
々
の
農
業
集
落
に
は
そ
れ
ぞ
れ
長
い
歴
史

が
あ
り
、
独
自
の
慣
行
が
残
っ
て
い
る
こ
と
、

ま
た
、
他
の
集
落
の
人
に
ま
で
迷
惑
を
か
け

た
く
な
い
と
の
思
い
は
依
然
と
し
て
根
強
い

も
の
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
集
落
の
枠
組
み
を

超
え
た
取
組
を
行
う
こ
と
は
容
易
な
こ
と
で

は
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
各
集
落
で
独
自
に

で
き
る
こ
と
は
個
々
の
集
落
に
ま
か
せ
、
単

独
で
出
来
な
く
な
っ
た
と
こ
ろ
か
ら
順
次
連

携
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
、
集
落
間
の
連
携

を
推
進
し
て
行
く
上
で
最
善
の
方
法
と
言
え

よ
う
。
中
山
間
直
払
い
に
お
け
る
複
数
集
落

間
で
の
協
定
統
合
は
、
そ
の
先
導
的
役
割
を

果
た
し
て
い
る
。�

�　
最
後
に
、
今
回
調
査
し
た
集
落
間
連
携
を

行
っ
て
い
る
地
区
に
お
い
て
も
、
半
数
以
上

で
農
業
セ
ン
サ
ス
上
の
農
業
集
落
と
地
元
農

家
が
認
識
し
て
い
る
集
落
と
の
間
に
乖
離
が

あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
乖
離
は
、
今
後
集
落

を
単
位
に
支
援
を
行
っ
て
い
く
場
合
の
地
区

選
定
等
に
少
な
か
ら
ぬ
影
響
を
及
ぼ
し
か
ね

ず
、
地
域
の
実
態
に
即
し
て
可
能
な
か
ぎ
り

漏
れ
の
な
い
よ
う
に
工
夫
し
て
い
く
必
要
が

あ
ろ
う
。�

�



No.33 35

注
（1）
集
落
協
定
コ
ー
ド
と
農
業
集
落
コ
ー
ド
の
マ
ッ

チ
ン
グ
作
業
は
、
Ⅰ
期
対
策
の
中
間
年
に
お
い

て
農
政
調
査
委
員
会
が
実
施
し
た
（
農
政
調
査

委
員
会
（
２
０
０
３
）「
平
成
14
年
度
中
山
間

地
域
等
直
接
支
払
制
度
導
入
効
果
分
析
調
査
委

託
事
業
報
告
書
」）。
こ
の
時
作
成
さ
れ
た
連
結

コ
ー
ド
表
を
ベ
ー
ス
に
、
日
本
水
土
総
合
研
究

所
が
Ⅱ
期
対
策
へ
の
移
行
状
況
を
踏
ま
え
再
整

理
を
行
い
、
２
０
０
５
年
農
業
セ
ン
サ
ス
の
デ

ー
タ
を
加
え
た
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
作
成
し
て
い

る
（
日
本
水
土
総
合
研
究
所
（
2
0
0
8
）「
平

成
19
年
度
中
山
間
地
域
等
の
評
価
に
関
す
る
検

討
調
査
報
告
書
」）。
本
分
析
で
は
、
こ
の
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
を
活
用
し
農
業
集
落
の
類
型
化
や
抽

出
等
を
行
っ
て
い
る
。�

　�
（2）
集
落
協
定
の
活
動
状
況
報
告
は
、
農
村
振
興
局

中
山
間
地
域
振
興
課
が
都
道
府
県
・
市
町
村
を

通
じ
て
各
集
落
協
定
の
参
加
者
数
、
対
象
農
用

地
面
積
、
交
付
金
額
お
よ
び
交
付
金
の
使
用
使

途
、
取
組
活
動
状
況
等
、
毎
年
の
活
動
状
況
を

所
定
の
様
式
に
基
づ
き
把
握
し
て
い
る
も
の
で

あ
り
、
本
分
析
で
は
Ⅰ
期
対
策
最
終
年
度
の

2
0
0
4
年
度
と
Ⅱ
期
対
策
初
年
度
の

2
0
0
5
年
度
の
デ
ー
タ
を
使
用
し
た
。
ま
た
、

協
定
代
表
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
デ
ー
タ
は
、

Ⅱ
期
対
策
の
中
間
年
評
価
の
た
め
に
実
施
さ
れ

た
「
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
制
度
に
関
す
る

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」
集
落
協
定
用
（
平
成
19
年

９
月
〜
12
月
）
の
デ
ー
タ
で
あ
る
。�

　�
（3）
水
田
型
集
落
と
は
、
集
落
内
の
水
田
率
が
70
％

以
上
の
農
業
集
落
で
あ
る
。
な
お
、
す
べ
て
の

地
目
を
対
象
と
し
た
集
落
協
定
の
締
結
タ
イ
プ

別
の
農
業
集
落
数
は
、
日
本
水
土
総
合
研
究
所

「
前
掲
書
」
の
24
ペ
ー
ジ
に
整
理
さ
れ
て
お
り
、

こ
れ
に
よ
る
と
「
１
集
落
１
協
定
」
の
農
業
集

落
が
１
３，
８
２
５
集
落
（
54
・
５
％
）、「
複

数
集
落
１
協
定
」
の
農
業
集
落
が
４，
７
０
６

集
落
（
18
・
６
％
）、「
１
集
落
複
数
協
定
」
の

農
業
集
落
が
３，
３
２
４
集
落
（
13
・
１
％
）、

「
混
在
協
定
」
の
農
業
集
落
が
３，
４
９
９
集
落

（
13
・
８
％
）
で
あ
る
。
な
お
、
協
定
未
締
結
の

農
業
集
落
（
対
象
農
用
地
は
あ
る
が
協
定
を
締

結
し
て
い
な
い
農
業
集
落
）
は
９，
３
５
５
集
落
と

報
告
さ
れ
て
い
る
。
�


